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研究成果の概要（和文）：本研究では、1980年代の日本・米国・西欧の国内で生じた、中距離核兵器パーシング
Ⅱの欧州配備や戦略防衛構想（SDI）計画といったレーガン政権の安全保障政策への反対を、自国の外交政策の
道具として利用しようとしたソ連の平和攻勢について、一次史料に基づく分析を行った。また、このようなソ連
の平和攻勢に対抗して、日本と米国が極東アジア部の中距離核兵器撤去をソ連に迫るために、日米両国で行われ
た核軍縮問題に関するインテリジェンス分析の役割について考察した。

研究成果の概要（英文）：This research has examined the U.S.-Soviet nuclear disarmament negotiation 
and a peace offensive of the Soviet Union. Concretely, this study is to consider the analysis of 
intelligence that relates to peace movement in the Western Countries and the Soviet's active 
measures, and to prove reliability of the U.S. intelligence and foreign affairs reports. During the 
1980s, the peace movement were expanded in the Western Countries. Most of such movements also 
opposed deployment of the SS-20 ballistic missiles in Eastern Europe by the Soviet Union. However, a
 part of the peace movements also criticized only to nuclear deployment in Western Europe by the 
NATO. Because they were controlled or sponsored by the International Department of the Communist 
Party of the Soviet Union.

研究分野： 国際関係論

キーワード： 核軍縮交渉　冷戦史　日本外交史　平和運動　政策広報　インテリジェンス
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）本研究開始当初の研究の全体的な構想
は、1980 年代から 90 年代初頭の日本の核軍
縮外交について分析することを通じて、日本
が米国との安全保障関係を基軸としながら
も、西側諸国全体に関係する国際安全保障上
の課題に独自の観点から対応した外交過程
を解明することである。 
 
（２）上述の全体的構想の中で、本研究は日
本の安全保障上の利益に直結する核軍備管
理・核軍縮の問題について、どのようなアプ
ローチを活用すれば、問題の重要性を国内だ
けでなく日本から国際社会に認知ないし共
有させ得るのかという、課題設定能力の役割
と効果について分析・考察するものと位置付
けられる。 
 
（３）1980 年代の米ソ核軍縮交渉と日本外交
に関する研究代表者のこれまでの研究を踏
まえて、本研究は、日本や米国などの西側諸
国が、ソ連の対西側平和攻勢や平和組織を利
用した反核運動による西側離間（世論分断）
の動きを抑えつつ、如何にして国内外の核軍
縮議論を望ましい方向に導こうとしたのか
について、国内外の史資料の解析をもとに明
らかにするものである。 
 従来の核軍縮交渉史に関する研究では、交
渉のアクターである政治指導者や外交当局
の動きに関心が集中してきたが、本研究では
史料面からは未だ十分に解明されていない
インテリジェンス組織の役割と平和運動と
いう民間アクターの動向にまで分析の対象
を広げる。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の具体的な目的は、1980 年代の
ソ連アジア部における中距離核削減問題へ
の対応を契機として、日本が西側諸国との協
議体制を確立した半面で、これと対極の位置
にある中国やソ連との外交接触を例に、グロ
ーバル・ゼロという核軍縮面での課題設定努
力が東側による対西側平和攻勢や世論分断
工作で覆されないよう、正確かつ客観的な核
軍縮のアプローチを国民に伝達する能力を
解明することである。 
 
（２）特に、日本国内に米国の「核の傘」を
含む安全保障政策に対する反感を喚起しよ
うとしたソ連による世論分断工作に対して、
日本がアジアでの中距離核全廃を主張し続
けるために、米国との間で行った核軍縮努力
に関する情報分析や情報交換の役割につい
て調査を進めることである。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、主に外交史研究の手法を用い
て、国内外の史料の解析とその当事者回想・
証言記録との比較検討を行った。 
 

（１）国内での史資料の調査 
 情報公開法に基づき、外務省に対し本研究
に関係する 1983 年から 1987 年までの外交文
書の開示請求を実施した。 
 これと同時に、外交史料館で、1980 年代前
半の（外務本省からの）「移管ファイル」の
閲覧利用請求を実施し、50冊以上の外交文書
ファイルの閲覧と撮影を行った。 
 以上を通じ、日米および日ソ、日中間の首
脳・閣僚・事務レベル協議の場で、アジアで
の核軍縮問題と「核の傘」の庇護の下でソ連
に中距離核削減を求める日本の立場につい
て具体的にどのような議論が行われていた
のかを調査した。 
 また、外務省が 1982 年 6 月の国連軍縮特
別総会を機に、国内外での平和運動・反核運
動に関して行った情勢分析（軍縮課の調査資
料）と、平和運動という民間の活力を日本の
軍縮外交に取り入れようと努力した形跡に
ついて資料を調査した。 
 
（２）米国での史資料の調査 
 2015 年 2 月にレーガン大統領図書館(カリ
フォルニア州シミ・バレー)で、また 2016 年
2 月にアメリカ国立公文書館別館(メリーラ
ンド州カレッジパーク)で、それぞれ１～２
週間の資料調査・資料収集を行った。 
 これらの米国での資料調査で、日本側の外
交文書や公刊されている米側マイクロフィ
ッシュ資料では、その存在を確認できなかっ
た米国務省作成の広報資料「ソビエトの積極
工作」、「世界平和評議会―ソ連対外工作の道
具」、中央情報局（CIA）作成の対ソ連問題に
関するインテリジェンス報告書、軍備管理軍
縮局作成の「NATO に対するソ連のプロパガン
ダ活動」などの貴重な文書を渉猟した。 
 
（３）日米の史資料と旧ソ連から流出した資
料・証言との比較検討 
 上述した外務省文書や米国側の史資料に
記されたソ連の対西側平和攻勢、西側の反核
運動を自国の積極工作の道具とみなすソ連
の情報活動が、客観的に見て正確であるかど
うかを検証するため、旧ソ連から西側に亡命
した元 KGB 情報将校のスタニスラフ・レフチ
ェンコ、元 KGB 高官のオレク・ゴルジエフス
キー、元 KGB 文書館員のヴァシーリ・ミトロ
ヒンらが著した文献を精読した。 
 これらをもとに、①ソ連共産党国際部と
KGB による外国の平和運動に対する影響化工
作の内実、②KGB によるレーガン米大統領の
権威失墜と米政権の外交政策を貶めようと
した世論工作の内容、について米国で渉猟し
た史料と旧ソ連側の文献との間で比較検討
を行った。 
 
４．研究成果 
（１）1980 年代に中国の核兵器が軍備管理・
軍縮交渉の対象とされなかった背景につい
て 



 本研究課題の第一は、「米ソが核兵器を半
減した後、全ての核保有国の交渉で残り 50％
の核軍縮を行う」という中国の主張を日米が
容認した背景を解明することであった。 
 この課題については、中国が極東でのソ連
の中距離核配備に懸念を示し、ソ連に中距離
核削減を要請する点で西側と一定の利益を
共有していた当時の状況を踏まえ、日米が
1984 年 6 月の政策企画協議の場で、「最近は
（中国が）軍事的な面を含めグローバルな話
に応じるようになった」と評価していたこと
が米側史料の検討から明らかになった。 
 さらに、米側は中国が米ソ協定の下で中距
離核が廃棄されるべきとの原則を支持した
ことを歓迎し、同問題が中ソ協議の場でも話
し合われ、中国が米国及び NATO との間で核
心的利益を共有することに期待を示すと表
明していたことも分かった。 
 これまでの史料解析から、1980 年代半ばの
時点で、日米双方が中国に対して米ソを中心
とする核軍縮交渉に参加するよう求めた形
跡は認められなかった。仮に日米が中国の意
向を否定して中国の核兵器削減を議題とす
れば、それはソ連が主張する英仏の核兵器削
減を首肯することになりかねい、という判断
が日米政策当局者の間で働いたものと考え
られる。 
 なお、この研究成果については、2016 年に
出版した図書『米ソ核軍縮交渉と日本外交』
の第 2章「米ソ軍備管理交渉の中断と再開」
の中でも詳述している。 
 
（２）核軍縮に関する日本の広報外交につい
て 
 本研究課題の第二は、米国の「核の傘」に
依存して核削減を求める日本を「軍国主義」
と非難したソ連の主張と、これに対する日本
の対応を明らかにすることである。 
 本課題に関しては、日本国内での反核運動
や日米離間に関するソ連の言動に焦点を絞
り、日ソ協議記録や元 KGB 関係者の回顧録、
80 年代当時の欧亜局長の講演記録を読み込
んだ結果、ソ連の対日批判や平和攻勢が日本
の世論に与える影響は少なくないとして憂
慮されていたことが明らかになった。 
 他方、2014 年 9月に元外交官へのインタビ
ューを行った際、1980 年代のソ連からの対日
批判に対する日本の反論は、1970 年代に行わ
れた西欧からの経済摩擦に関する対日批判
への対応等と比較して、体系的な広報外交と
しては実施されなかったとの証言を得た。 
 こうした軍縮と平和の問題に関する広報
活動の不足は、1982 年 6月の国連軍縮特別総
会に際して作成された 2 編のパンフレット
（「軍縮を考える」「軍縮問題と日本」）が合
わせて 2万部しか発行されず、発行時期の遅
さも相俟って国民に周知されなかったこと
が外務省文書に記されていることからも裏
付けられた。 
 だが、同総会を機に、外務省は国内の平和

団体や NGO と協力・連携して、ニューヨーク
国連本部における日本の原爆資料の備え付
けや、軍縮フェローシップ計画参加者の広
島・長崎訪問などを実現することに成功して
いる。 
 今後、これらに関連する史資料の公開を待
って、日本政府と民間の平和団体との核軍縮
問題への取り組みの経緯について検討した
い。 
 
（３）戦略防衛構想（SDI）に対するソ連の
批判と西側諸国の対応について 
 本研究で行った史料調査と解析の成果の
一部を、論文「日本の SDI 研究参加をめぐる
政策決定過程：1985-1987」として『年報 公
共政策学』（第 9号）に投稿した。 
 1985 年に、ソ連は日本が米国の SDI 研究に
理解を示し参加を決定したことに対して、宇
宙開発の平和利用に関する国会決議や日本
の法律に悖るものとして強い非難を繰り返
し、日本国内の世論分断を図ろうとした。 
 これに関連して、本論文では SDI 五原則
（SDI が非核防御兵器であり、対ソ戦略的優
位を目指さず、究極的な核廃絶を目指すもの
であること等）を含む日米欧間の協議・交渉
過程を跡付けた。また、日本の SDI 研究参加
の政治的透明性が交換公文の公開により内
外に証明されたことと、西独と同じく政府主
体ではなく民間主体で研究参加が進められ
た内実を明らかにした。 
 以上のように、SDI 問題に関するソ連の対
日批判が日本国内のSDI反対や反核の世論動
向に限定的な影響を与えるにとどまったこ
とを論証するための補完的考察を行った。 
 なお、この研究成果については、図書『米
ソ核軍縮交渉と日本外交』の第 3章「戦略防
衛構想（SDI）と日本」の中でも詳述してい
る。 
 
（４）ソ連の平和攻勢に対する外務省の認識
について 
 1982 年に作成された外務省軍縮課の調査
資料では、省内の軍縮問題委員会会合の場で、
ソ連が国連軍縮特別総会を自国の平和攻勢
のためのプロパガンダの機会にしようとし
ていることに対して、国連局長から懸念が示
されている。 
 また、情報文化局長も、「世界の軍拡競争、
諸悪の根源は米にあり、ソ連はそれに対応し
ているに過ぎないとの議論があるが、かかる
議論は冷たく突き放さないと後で困ること
となろう」と発言していることから、ソ連側
のプロパガンダが国内世論に与える影響を
憂慮していたと考えられる。 
 このような平和攻勢の内実について調査
するため、ソ連の対日平和攻勢に実際に従事
し、1979 年に米国に亡命したスタニスラフ・
レフチェンコ元KGB情報将校に関する記録を
外務省に対し情報公開請求したところ、300
頁余りの文書が開示された。 



 文書を一瞥した結果、平和攻勢に対する日
米両国の認識相違が顕著となった。米連邦議
会下院情報特別委員会によるレフチェンコ
への調査は、米国内での平和運動の活発化と
ソ連情報活動の関係性を解明しようとした
のに対し、日本の超党派議員団による調査は
専ら誰が日本でKGBのエージェントとなって
活動していたのかを特定することに注力し
ていた（米側の調査を翻刻したもの以外は、
本研究の参考にはならなかった）。 
 日本における 80 年代の反核運動は、中距
離核導入に揺れた英独、70年代末から平和運
動が活発化した米国と比べ静穏であり、その
ことがこうした日米間の対ソ認識の相違を
生んだのではないかと考えられる。 
 こうした 1980 年代のソ連による対西側平
和攻勢を客観的に史料面から分析するため
の前段階として、論文「ソ連の平和攻勢に対
する日本外務省の情報分析と対応―1970 年
代の「アジア集団安全保障構想」を事例に―」
を執筆し、『年報公共政策学』（第 10 号）に
投稿した。 
 ソ連が提案したアジア集団安全保障構想
（①国家間の関係において武力を行使しな
い、②各国の主権の尊重と国境の不可侵を守
る、③他国の内政に干渉しない、④完全な平
等と互恵に基づいて経済その他の分野での
協力を幅広く発展させる、⑤この措置はどん
な国にも矛先を向けるものではない）はブレ
ジネフ政権期に登場した平和攻勢の一つで、
本論文ではその形成期の過程と日本を含む
アジア周辺国の反響と認識を明らかにした。 
 本論文の執筆を通じて、外務省の対ソ情報
の収集と分析過程、平和攻勢への対応を解明
することができた。また、アジア集団安保構
想への賛同が一部の親ソ国家に限られ、アジ
ア諸国の大半がソ連の影響力拡大を懸念し
て反発を示した点で、平和攻勢の対象となる
国ごとの対応を容易に明確化かつ一般化す
ることが可能になった。 
 将来的に、同構想への各国の認識を検討す
ることで、日本とアジア諸国間の対ソ情報活
動における連携を浮き彫りにすることも可
能となろう。 
 今後、1980 年代に再浮上したソ連のアジア
集団安全保障構想（ゴルバチョフ政権期のア
ジア版 CSCE 構想）に対する日本側の認識・
対応を考察する上で、本論文における分析手
法を応用できるものと考えている。 
 
（５）西側での平和運動に対するアメリカ政
府の認識について 
 アメリカ国立公文書館での史料調査とそ
の解析の成果を、論文「欧州平和運動に関す
る米国のインテリジェンス分析―国務省、
ACDA、CIA による評価を中心に―」としてま
とめ、『年報 公共政策学』（第 11 号）に投
稿した。 
 本論文では、米国で渉猟した一次史料、外
交史料館で閲覧した軍縮課調査資料、ソ連側

から流出した資料を比較検討することによ
り、西欧への米製中距離核配備に反対した平
和運動（東西欧州、日本、米国、ソ連で行わ
れたデモや集会、平和会議等を含む）につい
て、その最盛期である 1981 年から 1983 年ま
での運動の拡大過程と特徴を描出した。 
 特に、西側の一部の平和運動に対するソ
連・東側諸国からの人的な支援に言及した米
側のインテリジェンス報告書を精読し、ソ連
による対西側平和攻勢および影響化工作の
一環としての平和運動支援の内実を明らか
にしようと試みた。 
 なかでも、ソ連がバックアップしていた世
界平和評議会（WPC）を軸とする平和運動は
1970 年代後半の中性子爆弾配備反対運動に
おいて一定の成果を上げた。だが、その後の
中距離核配備反対運動で、WPC はソ連・東側
の国防政策や核配備を黙認し、西側の核配備
だけを一方的に批判する主張を繰り返した
ため、その運動の性質に違和感を抱いた西側
の平和運動家から敬遠され、WPC の運動が西
側世論から容認され難くなっていったこと
が分かった。 
 1983 年末の西欧への中距離核配備後の反
核運動は、西側諸国民の草の根的なものと
WPC のように東側が支援したものとに関係な
く、運動の求心力を失った。1980 年代後半、
ソ連は米国のSDI計画に反対するプロパガン
ダを拡大し、北欧での非核地帯構想を提唱す
る一方で、平和攻勢の道具としての WPC に対
する直接的な支援を見直し、その活動を縮小
させる方向に舵を切ったことを米ソ双方の
資料から検討した。 
 この研究成果では、平和運動の一部が、ソ
連共産党国際局の下で活動するWPCによって
組織化され、そうしたソ連寄りの性格を持つ
フロント組織の存在に無自覚的な人々にま
で影響を及ぼしたことを明らかにした。より
一般的なインテリジェンスの概念では、これ
は「偽旗（false flag）作戦」に該当する。 
 「偽旗作戦」は、国家主体と非国家主体の
相違に関係なく、時代や国・地域を問わずに
利用されてきた。このことからも、「偽旗作
戦」の利用が社会に及ぼす影響を分析するこ
とは、過去の歴史の再検討だけでなく、現代
の国際関係を考察する際にも有益な学術上
の知見を提供すると考えられる。 
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